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○佐々木医事課長 定刻より少し早いようでございますが、委員の皆様方おそろいでござ

いますので、ただいまより、第１回「医師の働き方改革の推進に関する検討会」を開催い

たします。 

 構成員の皆様におかれましては、大変お忙しい中、お集まりをいただきまして、ありが

とうございます。 

 座長の選任までの間、進行を務めさせていただきます医政局医事課長でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 本検討会の構成員につきましては、資料１の開催要綱の別紙のとおりでございます。 

 なお、堤構成員につきましては、本日所用のため御欠席でございます。 

 また、島崎構成員は多少おくれて来られると承っております。 

 続きまして、事務局の紹介でございます。 

 事務局でございますが、医政局・労働基準局・保険局より出席いたしております。人数

が多いため紹介は割愛させていただき、座席表により御確認をいただければと思います。 

 医政局長、労働基準局長より、一言御挨拶を申し上げます。 

○吉田医政局長 事務局を務めます医政局長でございます。 

 構成員の皆様方におかれましては、今回、この「医師の働き方改革の推進に関する検討

会」を立ち上げるに当たりまして、御参集をお願い申し上げましたところ、御快諾をいた

だきまして、本当にありがとうございます。 

 さて早速、本日１回目ということで、お忙しい中、御参集をいただいて、重ねて御礼を

申し上げたいと思います。 

 もう皆様方御案内のように、今、医療機関あるいは医療界挙げて、我が国全体として取

り組まなければならないこの働き改革というものに、それぞれのところで取り組んでいた

だいている。あるいは、それに向けていろいろな検討を進めていただいていると承知をし

ております。 

 とりわけ、医師につきましては、今年の３月に、先行する「医師の働き方改革に関する

検討会」がまとめていただきました報告書に基づいて、時間外労働の上限規制が適用され

ます2024年４月に向けて、それぞれの医療機関も、それに先立って、今足元からそれぞれ

の勤務時間管理あるいは勤務環境改善、そして、労働時間短縮の取組を進めていただいて

いると私どもは受けとめております。 

 厚生労働省としましては、この機運を大事に、そして、それをさらに醸成するというス

タンスに立って、報告書とりまとめの内容の周知とか、あるいは、個々の医療機関が取り

組んでおられることに対する支援に努めてまいります。とともに、その報告書の中で、医

事法制あるいは医療政策で対応するとされた事項につきましては、法制面の検討を着実に

進めることが重要であると思っております。 

 また、医師の働き方改革の議論の中で大事だという御指摘をいただいておりますタス

ク・シフティングあるいはタスク・シェアにつきましては、別途、これは先日からでござ
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いますけれども、関係団体の方々を中心にお話を伺うという取組も始めさせていただいて

いるところでございます。 

 そのような中、この検討会におきましては、特に、医事法制あるいは医療政策に係る法

制面の検討について、御参集いただきました皆様に御議論をいただきたいと思っておりま

す。大変お忙しい皆様方のお時間をいただく形ではございますけれども、私どもとしては、

今後の議論の進捗に応じてとは言え、最速で、来年の通常国会に必要な法的な提案ができ

るように、これからの御議論の中で、年内には一定のとりまとめのような形をお願いした

いと思っております。 

 2024年と言っても、すぐまいります。さらに、既に幾つか医療現場あるいは地方自治体、

地方医療関係者の間では動きが始まっていると思っておりますし、また、さらに、始めて

いただくよう我々としても支援あるいはいろいろな働きかけをしていかなければならない

と思っております。 

 この検討会でいろいろな御議論をいただき、そして、私どもとしては、現場の勤務医の

方々、そして、都道府県の行政関係者の方々など、広くいろいろな方々の御意見も伺い、

意見交換をするような機会も設けながら進んでいきたいと考えておりますので、構成員の

皆様方におかれましては、検討会での御議論をよろしくお願い申し上げたいということを

冒頭申し上げまして、この改革推進に関する検討会発足、キックオフに当たりましての御

挨拶とさせていただきます。 

 よろしくお願いいたします。 

○坂口労働基準局長 続きまして、労働基準局長をしております坂口でございます。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 皆様には、お忙しいところ、本検討会の構成員をお引き受けいただきまして、ありがと

うございます。心から感謝申し上げます。 

 今も医政局長からございましたとおり、この検討会の前進の検討会におきまして、医師

の健康確保と、そして、国民の医療の確保という２つの難しい命題がある中で、医師の時

間外労働の上限規制についていろいろ議論を重ねていただいて、上限規制の大きな枠組み

についてお示しをいただいたところでございます。 

 本検討会では、この上限規制の制度化に向けて、制度設計の細部について、さらに議論

をお願いすることとなってございます。皆様には、さまざまなお立場の専門家ということ

で、その見識をもとにさまざまな御議論をいただいて、私ども、この医師の労働時間の短

縮を着実に進めて、そして、医師の健康確保が担保される実効性の高い仕組みとなるよう

に、真摯な御議論をいただければと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○佐々木医事課長 次に、本検討会の座長につきましては、遠藤構成員にお願いしたいと

思いますが、皆様いかがでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 
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○佐々木医事課長 それでは、本検討会の座長は遠藤構成員にお願いしたいと存じます。

以降の議事運営につきましては、座長にお願いいたします。 

（遠藤構成員、座長席に移動） 

○遠藤座長 ただいま座長を拝命いたしました国立社会保障・人口問題研究所の遠藤でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本検討会の検討事項の骨格は、先ほどお話がありましたように、先行して開催されまし

た「医師の働き方改革に関する検討会」において議論されてきた内容であるわけですが、

本検討会は、その細部について議論を深めるという、こういう位置づけにあるかと思いま

す。 

 芸術や建築の分野では、「神は細部に宿る」という言葉がありますが、すばらしい作品

は、細かいところをきちんと仕上げてこそ仕上がっており、こだわったディティールこそ

が作品の本質を決めるのだという言葉らしいのですけれども、制度設計も同様だと思いま

す。細部、ディティールの詰めが制度全体を有効に機能させるかどうかを決定するのだと

思います。そういう意味で本検討会の役割はまさに重要であると考えております。 

 構成員の皆様の御協力を得て議論を深めていければと思いますので、どうぞよろしくお

願いいたします。 

 それでは、早速、議事に入りたいと思います。まずは、事務局から資料の確認をお願い

いたします。 

○渡邊医療経営支援課長補佐 事務局でございます。 

 カメラの方はここで御退室をお願いいたします。 

（報道関係者退室） 

○渡邊医療経営支援課長補佐 それでは、お手元の資料の確認をさせていただきます。 

 議事次第と座席表がございまして、資料１の開催要綱でございます。ただいま、両局長

から申し上げました開催の趣旨が１．に記載されております。検討事項につきましては、

後ほど、議事の中で御説明をさせていただきたいと思います。 

 資料２－１「検討を要する論点（案）」、２－２が先の３月28日にとりまとめの報告書

の抜粋でございます。 

 資料３は「検討を要する論点」についての参考資料でございます。 

 資料４－１、４－２は、議題２の関係ですけれども、「令和元年 医師の働き方実態調

査について」という一枚紙と調査票でございます。 

 参考資料は３点、先の検討会の報告書、それから、平成28年（2016年）の厚労特研の調

査の調査票、それから、７月１日付けで宿日直許可基準・研さんに係る労働時間に関する

通達が出ておりますので、御参考までに添付をさせていただきました。 

 資料は以上でございます。過不足、落丁等ございましたら、事務局にお申しつけくださ

い。 

○遠藤座長 よろしゅうございますか。 
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 それでは、本日の用意された議題は、 

  １．検討を要する論点（案）について 

  ２．医師の勤務実態の把握について 

以上の２点でございます。 

 それでは、まず議題１について、事務局から資料説明をお願いしたいと思います。 

○渡邊医療経営支援課長補佐 ありがとうございます。 

 議題１は、資料２－１、２－２、３を使いますけれども、資料２－１と３をごらんいた

だきながら、御説明をさせていただければと思います。２－２は、適宜、御参照願えれば

と思います。 

 まず、資料３の２ページをごらんいただきながら、２－１の「検討を要する論点（案）」

も見ていただければと思います。 

 先の検討会でまとまっている「医師の時間外労働規制について」ですけれども、資料２

によりますとおり、2024年４月以降の医師の時間外労働の上限規制は（Ａ）・（Ｂ）・（Ｃ）

－１・（Ｃ）－２という大きく３種類の設定ということと、これと組み合わせる形で、追

加的健康確保措置を図の下半分にお示ししているところでございます。 

 この（Ｂ）・（Ｃ）－１・（Ｃ）－２は特例の水準でありまして、この対象医療機関を

特定すると図の中に書いております。 

 資料２－１に戻っていただきますと、１の（１）の部分ですけれども、今ほどの（Ｂ）・

（Ｃ）の対象医療機関の特定にかかる枠組みが１つの論点になってまいります。小さなポ

ツが３つございまして。この（Ｂ）・（Ｃ）の対象医療機関は都道府県が指定、認定等の

行政行為により特定するスキームということで、要件などについては、ある程度先の検討

会で御議論が済んでいるというところでございますが、要件認定等の実務面も含めた詳細

が御検討をいただく必要があるというところでございます。 

 資料３、７ページをごらんいただきますと、（Ｂ）・（Ｃ）－１・（Ｃ）－２の対象医

療機関の特定要件を一覧にしています。縦に見ていただきますと、上から項目１、２、３

という３つがございます。（Ｂ）・（Ｃ）－1・（Ｃ）－２、それぞれの水準を特色づける

ものがこの１、２、３でございまして、（Ｂ）については地域医療の特例ということで、

医療機関機能の議論をしていただきました。詳細につきましては、次のページに救急とか

代替困難な医療ということで、医療機能の要件を整理させていただいております。 

 それから、表に戻っていただき、（Ｃ）－１については、臨床研修病院・専門研修プロ

グラムの参加医療機関についての特例ということで２がございまして、（Ｃ）－２は高度

特定機能でありますので、そのような医師を養成する教育研修環境があるというようなこ

とで要件づけるという意味で、３の部分でございます。 

 （Ｂ）・（Ｃ）－１・（Ｃ）－２の共通のところといたしまして、４でありますが、36

協定におきまして、年960時間を超えるような協定の必要があるという必要性の部分でござ

います。それぞれ実績面、（Ｃ）－１についてはプログラムで明示されている時間も合わ
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せて、実績をまず確認をし、こうした必要性があることを見る部分と、加えまして、（Ｂ）

については、都道府県医療審議会、あるいは、（Ｃ）－２については審査組織ということ

で、必要性について何らかの合議体で確認をいただくというところも出てまいります。 

 さらに、（Ｂ）につきましては、５の医療計画と整合的であるとして提供体制との関係

を見ていくというところと、６、７につきましては、それぞれ特例ではありますけれども、

労働時間短縮に向けてしっかり取組がされていることを確認するために、時短計画の作成、

及び（Ｂ）につきましては暫定特例という位置づけも踏まえた評価機能によるコンサルテ

ーション・評価を受けていることを整理しております。 

 ８、９につきましては、こうした水準、特例水準の適用に当たってということの基礎的

な要件になりますが、追加的健康確保措置が義務づけになりますので、きちんと実施でき

る体制の要件、それから、労働関係法令の重大・悪質な違反がないことについても共通に

求めると、こういうような要件設定でございました。 

 その資料の４ページに戻っていただきまして、ただいま要件がいろいろ出てきたわけで

すけれども、2024年４月までの間に、どのようにその要件確認をしていくかということで

ございます。図の一番右側が2024年度となっておりまして、この時点で、（Ａ）水準の医

師だけの医療機関、それから、（Ｂ）・（Ｃ）－１・（Ｃ）－２のこのあたりは重複もあ

り得るわけですけれども、適用対象医療機関が決まっていなければならないということで

あり、その前の2023年度に都道府県による特定が行われると想定されることになります。 

 現状では、図の一番左を見ていただきますと、労務管理の適正化等を取り組んでいただ

いておりますし、図の一番上には矢印がございまして、なるべく多くの方に（Ａ）水準の

適用をということで、医療機関の取組、それから、行政からの御支援ということをしてお

ります。 

 そうした中で、矢印の下を見ていただきますと、時短計画をつくって取り組むというプ

ロセスが特定の前提として必要でありますし、それを評価機能が評価をするというような

ことも踏まえて、矢印がちょっと曲がっている部分ですけれども、都道府県の特定という

ことになってきます。これは（Ｂ）の部分でございます。 

 それから、真ん中の下ほどですけれども、（Ｃ）－１につきましては、まず、臨床研修・

専門研修プログラムの中で、時間外労働時間数を明示させることが前提になりますので、

そのプロセスがあって都道府県の特定だということでありますし、（Ｃ）－２については、

個別審査を審査組織で行うことになっております。この都道府県の特定の前に、審査組織

がある程度稼働していることが必要になってこようかと思います。 

 以上のところが、縦の紙に戻っていただきまして、（１）の論点の関係ですけれども、

今申し上げましたように、全体の流れと、それから、時短計画、評価機能、審査組織とい

った個別論点が出てまいりますが、これらをどのようにつくり上げていくかという部分が、

これからの検討事項になってまいります。 

 （２）をごらんいただきますと、追加的健康確保措置の義務化及び履行確保でございま
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して。追加的健康確保措置の内容については、パワーポイント資料３の３ページをごらん

いただきますと、先ほど見ていただいたものをもう少し詳細に、真ん中ほどに、追加的健

康確保措置の表の枠がございます。連続勤務時間制限28時間、勤務間インターバル９時間、

それから、面接指導といったようなものが、それぞれの実施要件とともに記載をしており

ます。 

 その表の下を見ていただきますと、医事法制・医療政策における義務づけ、実施状況確

認等を行うということで検討をお願いすることになります。面接指導については、安衛法

のものとしても位置づけるということでございましたが、医事法制の位置付けに関して、

都道府県の権限なども含めた詳細の検討が必要ということであります。 

 ２枚目をめくっていただきまして、特に履行の確保という御議論になりますと、日常的

な管理、それから、定期的にそれをどのように確認するか。未実施が見られた場合に、ど

のように正していくか。あるいは、これは（Ｂ）・（Ｃ）水準提供対象の特定との関係に

ついても、検討していただくというところでございます。 

 （３）時短計画、評価機能につきましては、（１）とも重複をいたしますが、それぞれ

効果的に医師の労働時間短縮になるためにどのように構成をしていくかということでござ

います。 

 ここまでが、医事法制、医療政策における措置を要する事項という部分であります。 

 それから、2024年の時間外規制前の適用前においても、実態把握が不可欠であることで

ありますので、実態把握についても御審議をいただきたいと、こういうような状況でござ

います。 

 資料の説明は以上でございます。ありがとうございます。 

○遠藤座長 ありがとうございました。 

 ただいま資料説明にありましたように、この検討会、基本的にはこの資料２－１「検討

を要する論点（案）」と、こういう流れで議論していくことになろうかと思いますけれど

も、本日は初回ということもありますので、領域を決めることなく、全体的に御質問・御

意見等をいただければと思います。 

 また、検討会のデッドラインもできていることもありますので、進め方、検討の仕方に

ついても御意見があれば承りたいと思います。 

 どなたでも結構でございます。いかがでございましょう。 

 岡留構成員、どうぞ。 

○岡留構成員 パワーポイント資料３の４ページと５ページですが、一番左に「労務管理

の適正化」という１行ですらっと書いておられますけれども、労務管理の適正化という、

医療機関としてはやらなければならないことですが、医療機関にはそれぞれいろいろな専

門職が存在していることも事実であります。職種によって処遇や労働条件が異なるといっ

た特殊な事情もあります。 

 医師について言いますと、複数の診療科があり、朝早いカンファレンスを行う診療科も



7 

 

あれば、夕方にカンファレンスを行うような科もあって、一律ではいかないだろうと。さ

らに、医師の勤務時間はこれまで検討会でいつも出ておりました研さん、これが労働なの

か労働でないのかということが非常にタイムスタディの結果から混在しているのもはっき

りしてきましたので、一口にここに「労務管理の適正化」と１行ですらっと書いておられ

るのが、僕にはちょっと不満かなという感じがして、こういう質問をさせていただきまし

た。 

 以上です。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 御意見ということでよろしゅうございますね。 

○岡留構成員 はい。 

○遠藤座長 それでは、今村構成員お願いいたします。 

○今村構成員 ちょっと教えていただきたいことがあります。資料３の４ページ、５ペー

ジですけれども、「評価機能による第三者評価」ということで、都道府県から独立という

ことですけれども、この独立という意味は、都道府県がどこまで関与してはいけないとい

うことを言っているのでしょうか。県が指定するのだから、当然、その指定に関わる部分

に１ミリたりとも県が関与してはいけないという理解でよろしいのでしょうか。まず、そ

れを教えてください。 

○遠藤座長 事務局、いかがでございましょうか。 

○渡邊医療経営支援課長補佐 「評価機能による第三者評価」の部分ですが、まず、医師

の長時間労働の実態を見させていただいて、その院内のマネジメントで解決していける部

分、あるいは、提供体制の課題がある部分、医師派遣など行政の施策で対応していける部

分、いろいろな要因が出てこようかと思います。 

 こうした要因分析をして、都道府県に対しても医師派遣等の必要性もお知らせするとい

うようなことでございますので、そういう意味で評価機能は都道府県から独立、中立の機

能というところまでも、先の検討会では御議論いただいたということであります。 

 医療の現場の専門知見を持って、医療機関の時短の取組も見ていただいて、そういうこ

とに都道府県が特定をすると、こういうようなプロセスを考えているところでございます。 

○遠藤座長 今村構成員、どうぞ。 

○今村構成員 ありがとうございました。 

 理論上は全くそのとおりだと思います。ただ、これは国レベルではなくて、例えば、審

査機関は国レベルと書いてありますが、第三者機関というものは恐らくその県の中で想定

をされているのだろうと思います。しかし、今、御説明いただいたような、医療の現場の

ことをよく理解・熟知していて、きちんと評価できるというような組織をいろいろな形で

つくれるのかという問題があると思います。必ずしも、勤務環境改善支援センターが適切

と言うようなつもりではありませんが、例えば勤務環境改善支援センターも医療機関の勤

務管理を改善するために医療法の中に設置されていた組織として県の中にあります。地域
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によっては県から委託をされて医師会が中心的に実施をしているところもあるし、直接的

に県がやっておられても、医師会が関与しているところもあるしというようなさまざまな

形があろうかと思います。しかし、そもそも勤務環境改善支援センターそのものがまだま

だしっかりと機能していない。 

 そこを強化して、もっとよりよい環境改善のアドバイスができるような組織にしていか

なければいけないという状況がある中で、また、別途、仕組みをつくると、屋上屋を重ね

るような形のものが地域の中にいっぱいできて、それぞれがきちんと連携をして、本当に

医療機関にとって適切なアドバイスや支援ができるのかと思いますが、非常に心配をする

ところなので、きちんと整理をしていかないと。どういう整理がいいかというのは、私、

今すぐアイデアがあるわけではないですが、できるだけ仕組み自体はシンプルにしておい

たほうが機能するのではないかなと思っております。これは要望ということでお願いをし

たいと思います。 

○遠藤座長 ありがとうございました。第三者評価機関の主体・機能について課題がある

ので、要件等ということだと思います。 

 森本構成員、どうぞ。 

○森本構成員 ありがとうございます。 

 私も関連するのですけれども、資料３の10ページの評価機能についてです。 

今ほど御発言があったとおり、評価機能は「医療に関する知見を有することが必要」と

記載してありますが、医師の長時間労働の実態、それから、労働時間短縮の取組を分析す

る役割を担うことになります。そういった面から言えば、評価機能は労働関係法令の知見、

それから、経験などを有している組織、仕組みとすべきであると考えております。その点

からも今後検討を進めていただきたいということが１点目です。 

 ２点目に、評価機能は、今時点の考え方ですけれども、公的機関が行うイメージなのか、

あるいは、民間委託で行うイメージなのでしょうか。今言った、医療に関する知見と労働

に関する知見、両方の面から評価できる組織自体、私は余りイメージがわかないため、教

えていただきたいです。 

 ３点目は、評価機能は都道府県からの中立は当然のことながら、医療機関からも中立性

を保つ必要があると思います。その点からも検討を進めていただきたいということです。 

 以上でございます。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 では、ちょっと事務局にコメントを求めたいと思いますけれども、今村構成員、森本構

成員から、いろいろな問題が出ましたので、何かコメントがあればお聞かせいただきたい

と思います。 

○渡邊医療経営支援課長補佐 ありがとうございます。 

 この評価機能につきましては、先の検討会においても、事務局案を十分御提示できなか

った部分でありますが、先ほど、冒頭、座長からも、細部をしっかりということでありま
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したので、検討させていただきまして、御提案をいたしたいと思います。 

 そういう意味では、森本構成員から２点目として御質問をいただきました、公的機関な

のか民間であるのか、今のところ、医療と労務の両方からこういう分析・評価ができると

ころは余り思いつかないがという御指摘もございましたが、こういう部分についても、こ

れから養成をしていくようなことも念頭に置いて考えていきたいと思います。追って、事

務局案によりまして御議論をいただければと思っております。 

○遠藤座長 よろしくお願いいたします。 

 ほかにいかがでございましょうか。 

 城守構成員、どうぞ。 

○城守構成員 ありがとうございます。 

 この働き方改革、冒頭、座長がお話しされたように、骨格はでき上がって、細部を詰め

ていくという作業になるわけですが、基本的に、お尻が2024年ということで切られている

中で、走りながらつくっていくので、かなりタイトなスケジュールになるのではないかと

いう予測が立ちます。 

 その中で、資料３の５ページのタイムスケジュールを見ても、例えば時短計画、勤務状

態を把握して、その時短計画を各医療機関が策定をするということになるわけですが、そ

の支援・チェックを勤改センターが行ない、その計画をこの第三者評価機能が評価・分析

をするというたてつけになっているのだろうと思います。しかし、この評価機能を遅くと

も2022年までにつくるという記載がございますが、2020年ということになりますと、そこ

から実質１年ちょっとしかないということを考えますと、それでは時間的に間に合わない

のではないかなと思います。この評価機能は、恐らく別の組織としてつくられるのであれ

ば、もう少し前倒しにされることは考えておりますでしょうか。 

 それと、先ほど今村構成員もおっしゃっておられましたが、評価機能が整うまでの間、

勤務環境改善支援センターが各医療機関の勤務実態を把握し、支援していくという中にお

いて、現時点においては、その主体となるところが都道府県であったり、医師会であった

り、ほかの団体であったりということで、その実態がばらばらであって、なおかつ、その

機能もまだ十分ではないという中において、かなりの数の勤改センターの機能強化をして

いかなければいけないことがあると思います。そのあたりの予算立ても含めて、現在、ど

のように計画をされているのか。 

 また、この評価機能が同じように評価をしていくということになれば、いっそのこと、

この勤改センターそのものを見直して、この評価機能をさらに後づけでつけていく組織に

するということも一つの方策ではないかなということもあるので、これは御検討をお願い

したいと思います。 

 もう一点だけ。都道府県が（Ｂ）水準、（Ｃ）水準を指定していくときには、例えば資

料３の７ページには、（Ｂ）であれば、都道府県の医療審議会が意見聴取すると４番に書

いてございますが、これを見ても、どこでその議論をして、そして、決めていくというこ
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とをお考えになっておられるのか。 

 この２点よろしくお願いします。 

○遠藤座長 それでは、事務局よろしくお願いいたします。 

○渡邊医療経営支援課長補佐 １点目の勤改センターと評価機能との関係、それから、評

価機能を新しく考えるのであれば、2020年からでは間に合わないのではないかと、こうい

ったような問題提起をいただいたかと思います。 

 資料３の４ページあるいは５ページの図ですけれども、それぞれの枠の下などに※書き

をしまして、「遅くとも」というような表現をしておりますが、まさに、この表現のとお

りでございまして、遅くともここからはこうなっていなければなかなか後ろに間に合わな

いというような整理をさせていただきましたので、場合によっては、もっと前倒しである

というような御議論もあろうかと思います。これも、事務局案を見ていただく際に、あわ

せて、御議論をいただければと思います。 

 それから、先ほど今村構成員からも御指摘いただきましたが、この評価機能と勤改セン

ターとの関係についてです。現状は勤改センターしかございませんので、当面、その労務

管理の適正化等々には御支援申し上げるということになるわけですが、この評価機能との

棲み分けや役割分担、あるいは、城守構成員からはその後の見直しでというようなことも

ございましたので、このあたりについても整理ということで、この後、事務局案を御議論

いただきたいと思っております。 

 それから、７ページの表ですけれども、（Ｂ）水準の意見聴取の場ということにつきま

しては、これは都道府県の医療提供体制の状況からして、この医療機関には（Ｂ）水準を

適用することがやむなしというようなことを御審議ということでありますので、医療審議

会ではないかと、先の検討会においても御議論をいただいたところかと思っております。 

 以上です。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 城守構成員、よろしいですか。 

○城守構成員 はい。 

○遠藤座長 ほかにいかがでしょうか。 

 それでは、家保構成員お願いいたします。 

○家保構成員 先ほどからの議論のところで、第三者評価のところでございます。（Ｂ）

水準については、地域医療の観点から都道府県が審査をする。それとは別の中立性という

ことは、評価の基準は地域医療とは違う観点で評価をきちんとするという趣旨だと思いま

す。 

 そうなりますと、各県に本当にそういう仕組みを設置する必要があるのかが疑問です。

あくまでも、時短計画とか労務管理について、きちんと統一的に全国的に検討評価をする

機関があるのであればよいと考えます。正直、当県のような非常に人口の少ない県では、

専門家もそんなにいませんし、先ほど言及がありました勤務環境改善支援センターが担当
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できればよいですが、さらに業務が増えるということになりますと、現実的には動きにく

くなります。統一という観点からも、ぜひ、都道府県ではないという観点で設置をするこ

とも考えられるのであれば、御検討をいただければと思います。 

 それから、それ以外になりますけれども、７ページの表ですが、（Ｃ）－１水準につい

ては、合議について、都道府県の合議での確認が必要ない。多分、プログラムが認められ

たときに承認されると想定されますので、臨床研修につきましては、都道府県に認定主体

が変わりますので、臨床研修には当然責任を持たないといけないと思いますが、専門研修

については、日本専門医機構が指定をしますので、都道府県の権限と整理をされても、現

場としてはなかなか難しい部分があります。後半は意見でございます。 

 以上でございます。 

○遠藤座長 前半も御意見と承りまして、よろしゅうございますか。 

○家保構成員 はい。 

○遠藤座長 それでは、お待たせしました。今村構成員どうぞ。 

○今村構成員 きょうは座長から自由に議論をしてほしいということなので、（２）番の

追加的健康確保措置の義務化について、ちょっと事務局に教えていただきたいのですが、

健康確保措置はいろいろある中で、１つ基本的な部分として、健康診査があります。これ

は安衛法の中で義務化されている健診項目は決まっているわけですが、特殊な化学物質な

どを扱われるような事業所等においては、いわゆる一般的な健診以外に健診項目が上乗せ

されています。しかしながら、時間の流れからと言って、健診項目を安衛法の中でふやす

みたいな話は多分なかなか正直難しいのだろうという理解をしています。これは聞くとこ

ろによると、例えば、人の生命に直結するようなパイロットなどは、いわゆる安衛法では

ない別の法律の枠組みの中で健診項目をふやしたり、あるいは、健診の回数をふやしたり

というようなことがあるとなっています。医療も、いわゆる長時間労働が人の命に直結す

るものと思っています。そういう視点で、例えば、医療法の中で健診項目を上乗せすると

か、あるいは、健診回数をふやすといったことはルール化できるのかどうかというのをぜ

ひ教えていただければと思います。 

 今申し上げたように、安衛法の中でいじるのはなかなか難しいのだろうなと思うので、

まず、そういうことがそもそも可能なのかどうかということを教えていただければと思い

ます。 

○遠藤座長 事務局、すぐ回答できるかどうかはあれですが、コメントをお願いいたしま

す。 

○堀岡医師養成等企画調整室長 済みません。今村先生の御質問に答えられるかどうかわ

からないのですけれども、我々、（２）に書いているとおり、安衛法でも、面接指導等を

義務づけしていますけれども、医療法かどうかわかりませんけれども、今おっしゃったと

おり、上乗せの健康確保措置は個別法でさらに上乗せしているような例もありますので、

前回の３月までの検討会でも、医事法制で何らかの上乗せをするという観点での検討も行
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うということで締められていますので、先生のおっしゃるような検討をするつもりでござ

いますけれども、ちょっとお答えになっていますでしょうか。 

○遠藤座長 今村構成員、どうぞ。 

○今村構成員 検討をしていただけるというのはストレートにお答えをいただいたのだと

いう理解で、何がどういう健診項目か、長時間労働、特に医師の適切な安全な医療の提供

に関わるか。エビデンス云々という話はなかなか難しい問題はあろうかと思いますが、長

時間労働は比較的年齢の高い方の心血管系による事故も結構多いという理解をしています

ので、今の安衛法の健診だけで、本当に医師の長時間労働といったものが何かチェックで

きるような健診項目を挙げていくことができるならば、それはいわゆる追加的な健康確保

措置になるのかなと思っております。 

○遠藤座長 事務局、どうぞ。 

○堀岡医師養成等企画調整室長 理解しました。パイロットならパイロット、医師だった

ら長時間労働で睡眠不足で医療にどういう影響を与えるかということが多分この健康確保

措置を決めたポイントだと思いますので、そういうのがきちんとチェックできるような項

目を何らかの形できちんと検討をして、この医事法制で、さらに、位置づけていかないと

いけないと事務局も思っております。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 ほかにいかがでございましょう。 

 山本構成員、お願いいたします。 

○山本構成員 ちょっと戻りますけれども、先ほど家保構成員から、何でもかんでも都道

府県でどうなのだというお話がありましたので、審査も評価も、そして、実施も全て都道

府県となると、やはり先ほど御指摘があったように、それだけの人材がそもそも、国のレ

ベルであればそれは十分独立した構成で可能だと思いますが、都道府県レベルで、今、高

知県でお話がありましたが、私も、千葉県で考えても、これはおよそ無理だと思います。

それだけの人材を確保することは非常に難しいだろうなと思います。 

 これは、今、国の上げるという御提案もございましたけれども、逆に、独立ということ

にあんまりこだわらないで、透明性をきっちり確保しつつ、その実効性を上げる。とにか

く前へ進めることを重点に置いて、透明性を確保しながら進めるという考え方もあるので

はないかなと。余り独立性にこだわって、分離した組織で、人が全然いない、ばらばらの

すかすかの組織をつくって先に進まないよりは、そういう考え方もあるのではないかなと

思います。 

 これは意見でございます。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 お待たせいたしました。村上構成員どうぞ。 

○村上構成員 ありがとうございます。 

 個別の検討課題というよりは、全体的な話も含めて何点か申し上げたいと思います。ま
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ず１点目は、前回の検討会を３月末で閉じてから、さまざまな場で医師の働き方改革に関

連する議論を進めていただいていると承知しております。地域医療構想、また、医師の偏

在対策についても、着実に進めていただきたいということのお願いです。 

 ２点目は、この検討会に関し、先ほど座長から、ディテールの詰めが重要であるという

御発言がございましたし、また、医政局長からは年内をめどにとりまとめというお話がご

ざいました。開催回数について、月１回開催しても年内であと５回しかなく、月２回の開

催はできるのかという懸念もございます。そうすると、開催回数に限度がある中で、どの

ように議論を詰めていくかということが重要になりますので、できれば、何月に何につい

て検討するのかといった論点ごとの検討スケジュールを次回ぜひ出していただいて、計画

的に議論を進めていただきたいというお願いです。 

 ３点目は、資料２－１の「検討を要する論点（案）」についてです。こちらの中身は今

後検討するとして、案としては、検討会の報告書を見れば、このようなことだったのだろ

うと思います。その中で、次の議題にもありますが、医師の時間外労働の実態については、

改めて、調査をして把握をするということでありますけれども、検討会報告書の中では、

把握だけではなく、「規制水準の検証」というものもございました。年内にできるかどう

かは別として、検証も行うことを確認しておきたいと思います。 

 ４点目は、資料３の７ページ、時短計画の評価に関しまして、どこが評価するかという

お話で、先ほど来、御議論があります。資料３の７ページの７の「時短計画の内容につき

評価機能の評価を受けている」という点です。まず、（Ｃ）については、評価を受けなく

てもよいという書き方になっていますが、何らか評価することが必要ではないでしょうか。

検討会報告書では、（Ｃ）についても研修及び医療の質について評価するということを書

いていたと思いますので、（Ｂ）への評価と同じものかは別として、何らか評価は必要で

はないかということを、意見として申し上げたいと思います。また、「時短計画の内容に

つき評価機能の評価を受けている」ということは、追加対策の検討が予定されているかと

いうことだけではなく、時短計画がきちんと実施されているか、履行確認を受けるという

ことだと思いますので、その点についても確認をしておきたいと思います。 

 ５点目は、この検討会の論点ではございませんけれども、医師の働き方ということに関

連して、この機会に御質問をしておきたい点があります。文科省により公表されました大

学病院の無給医の問題でございまして、これについて厚生労働省として今後どのように取

り組んでいくのかということについても、ぜひお聞かせいただきたいと思います。今後の

改善策、恐らく、長期的な改善策ということも考えなければならないかと思いますが、そ

の点についても、次回以降、お聞かせいただければと思います。 

 以上です。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 御意見と、あと、コメントが必要な御意見が混ざっていたと思いますけれども、事務局、

答えられる内容で対応をしていただければと思います。事務局どうぞ。 
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○堀岡医師養成等企画調整室長 済みません、縦割りで申しわけありません。まずは、医

政で答えられる範囲で答えさせていただきますと、スケジュールについては検討をさせて

いただきます。２回目以降、全体像が見える形できちんと議論をしていただきたいとは我々

も思っております。 

 実態把握については、村上構成員に御指摘いただいたとおり、必要に応じて追加的支援

策の実施、規制水準の検証を行うということで、３月のとりまとめでもそういうふうにと

りまとめておりますので、そのようにしたいと思っております。 

 ３つ目、評価（Ｃ）－１、（Ｃ）－２についてでございますけれども、（Ｂ）と（Ｃ）

だと、評価の仕方、つまり、（Ｂ）についてはきちんと労働時間短縮が確認しているかと

いうことです。誰でもタスク・シフトの状況はどうなのかということで、評価の軸はわか

りやすいわけですが、（Ｃ）については、いわゆる研さんの内容と時間とが整合的かどう

かというような評価になろうかと思いますので、少し難しい形にはなるかと思います。特

に、（Ｃ）－２に関しては、そもそも審査組織で審査をすることになっておりますので、

そこで評価と言えば評価というような形にはなっていると思いますが、（Ｃ）－１につい

て、特に初期研修の部分などについては、御指摘の部分もございますので、どのようなこ

とが可能かということはちょっと考えさせていただきたいと思います。 

 ４つ目のポイントは、当然のことでございまして、７ページの７個目で、「時短計画の

内容につき評価機能の評価を受けている」と文言もなっているので、そのようにやってい

るのですけれども、６番のところで、そもそも「労働時間短縮の取組が確認できる」とい

うことなので、計画を立てて、そもそも労働時間を短くしようとして取組をしているとい

うことは、（Ｂ）水準の指定の前提でございますので、きちんとそのようなことも踏まえ

て、都道府県にしていただくような基準としていきたいと思っております。 

 ５つ目の無給医に関しては、後ほど、基準局からもお答えいただければと思いますが、

厚生労働省としても大学病院にきちんと労務管理をしていただくということは、医療提供

体制の上でも非常に重要だと思っておりますので、文部科学省は、大学に今後は労務管理

をきちんとやるということ、そして、今まで、もし、そのようなことがあった場合には、

きちんと解消することを、文科省としても責任持って通知を出していただいておりますの

で、まずは、そのとおりきちんと守ることとしていくのだというように考えております。 

○遠藤座長 無給医について、追加でよろしくお願いします。 

○石垣監督課長 労働基準局の監督課長でございます。 

 今ほど、堀岡室長からも、無給医の関係でお話がありましたけれども、医師も労働者で

ございますので、もし、賃金不払いということがあれば、労働基準法違反でございます。

なので、速やかに改善が図られる必要があると考えております。 

 ただ、今ほどお話がありましたけれども、文科省、それから、各大学が、専門家も入れ

て改善をさせるということで、今、取り組んでおられまして。また、その実行状況も確認

をすると伺っておりますので、改善が図られていくというふうには考えておりますけれど



15 

 

も、労働者の方々から、個別に、労働基準法違反の状況があると申告などがありました場

合には、私どもは、法律に基づいてよく状況確認をして、改善していくように取り組んで

まいりたいと思っております。 

 以上です。 

○遠藤座長 ありがとうございました。 

 村上構成員、よろしいですね。 

○村上構成員 はい。 

○遠藤座長 それでは、森構成員、それから鈴木構成員の順番でお願いします。 

 では、森構成員どうぞ。 

○森構成員 この労働時間の短縮に関しましては、厚労省の事務局の人たちがすごい働い

て、事務局の人こそ働き方改革が必要ではないかと思うのですが、資料３の７ページの６

番目の「時短計画が策定され、労働時間短縮の取組が確認できる」というところですが、

私は大学病院で外科を担当しているのですけれども、厚労省のデータでも、労働時間と、

若手が希望する診療科というところでは、見事な反比例の関係にあって、大学病院の産婦

人科、外科が悲惨な状況にあるわけですが、その中で、どんなふうに労働時間を短縮して

いくかという実際のところが、１つは、もちろんタスク・シフトとか、そういうところが

現実的には動き出しているところは非常にありがたいことですが、それだけでは、試算で

は週７時間ぐらいの軽減だと、全体１年間で300時間ちょっとぐらいの軽減ということなの

ですが、それでも全く足りないわけですよね。 

 そういう現実がある中で、どんなふうに具体的に短縮していくということを、国として

は考えているか。そここそ知恵を出し合わないといけないとは思うのですけれども、私た

ち実際働いていると、どこをどうやって短縮したらいいのかなというのをいつも悩みなが

らやっているものですから、そういうところを何かアイデアがありましたら、教えていた

だければと思います。 

○遠藤座長 事務局に対する御質問ということですね。短縮の具体的なアイデアについて

ということですので、お願いします。 

 事務局、どうぞ。 

○堀岡医師養成等企画調整室長 先の検討会でも、絵に描いた餅だと御批判をいただいて

いるのは百も承知で、週１時間のタスク・シフトについても御説明はしているところでご

ざいます。まさに、森先生おっしゃるとおり、そのうちの７時間分についてはタスク・シ

フトで行っていくということを目指していくところでございます。 

 さらに、例えば、地域枠で入っている先生は、診療科を選ぶときに、総合的な診療に従

事する割合が高かったりというようなことを前回の検討会でも御紹介したりしております。

そういったことも踏まえて、タスク・シフトは院内だけの問題でございますけれども、院

外の要素も加えて、例えば医療機能の提供体制の効率化や、今、先生に御指摘いただいた

診療科偏在などをトータルで直していかないと減らすことはできないものでございますの
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で、その中のタスク・シフトも１つのパーツでございますので、まず、医療機関内ででき

ることとしてはタスク・シフトを一生懸命やっていただける。特定行為のパッケージなど

も我々が用意しているものでございますけれども、さらに、我々は政策としても、地域偏

在の解消、また、医療機能提供体制の効率化などに取り組んでいきたいというように考え

ております。 

○遠藤座長 森構成員、よろしいですか。 

○森構成員 はい。 

○遠藤座長 では、鈴木構成員お願いいたします。 

○鈴木構成員 ありがとうございます。 

 私は大学で勤務している若手医師という立場でお話をさせていただきたいと思っている

のですけれども、きょうは、細部に制度設計をしていくというお話が何度か出ているかと

思います。非常につくり込まれているなというふうに、この制度設計の計画を見て思うの

ですけれども、現場の若手・中堅医師、実際にこれが適用となるような勤務医の我々に関

しては、なかなかここまでキャッチアップできていないというのが現状でして。私もこう

いったことに興味を持っていろいろ勉強をしてきたわけですけれども、こういった話を振

っても、全くわからないというような人が多いですし、基本的にネガティブなイメージを

抱いている医療現場の勤務医が多いかなと思っております。それをポジティブな印象に変

えていかない限り、実際にすごくいい制度をつくったとしても、受ける側が受け入れられ

ないのではないかなということを日々感じております。 

 幾つか質問があるのですけれども、今回、（Ｃ）－１、（Ｃ）－２のあたりも肝かとも

思うのですけれども、時間数を明示するというのは非常にいいかなと私は思っています。

ただ、多分、どうしても時間だけが先走ってしまうのではないかなという懸念がありまし

て。その中で、実際にプログラムにアプライする医師としては、実際、この時間でどうい

ったことがちゃんと担保されているか。要するに、今までと変わらず、きちんとした教育

を受けられるとか、そういったことも含めて、当然、明示していかないといけないのかな

と思っております。 

 また、（Ｃ）－２の部分に関しても、サブスペシャリティを目指すような先生が該当す

るかと思うのですけれども、これからの議論かと思いますが、時間のない中で、どういっ

た領域が適用になるかですとか、診療科のサブスペシャリティにおいても、必要な時間数

は、また、全然違うかなと思っていますし、そのあたり、今後、半年の中でどこまで詰め

ていけるのかということと、現在、もし、お考えとかがあれば聞かせていただきたいと思

います。 

○遠藤座長 では、事務局お願いします。 

○堀岡医師養成等企画調整室長 １つ目の御指摘は非常にそうでございまして、今だと、

多分、病院の名前で何となく研修の内容を、例えば有名な研修病院だと研修が受けられる

ということは、いわゆるうわさというか、ほぼ確実なわけですけれども、それで選ばれて
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いると思います。 

 我々、臨床研修部会でも、臨床研修が終わった後の評価が、今、議論になっておりまし

て、前回の臨床研修部会でも、臨床研修が終わった後に客観的な評価をすることを国とし

ても推薦するというようなことをしてはどうかというふうなことで議論が進んでおります。 

 例えばでございますけれども、そういった施策と実際に時間外労働をしている時間をリ

ンクして評価するというようなことも、施策の１つとしては検討可能でございますので、

そういったことも検討をしてまいりたいと。つまり、両方提示されていれば、それがわか

るわけですから、そういうことも検討していきたいと思っております。 

 （Ｃ）－２については、正直、我々としても、今、先生方に表できちんと言えるような

責任を持ったものをお持ちできておりませんけれども、例えば、１つの難しい何かの手術

を検査するといっても、例えば個人とか指導医とか、その病院の状況によってどれぐらい

の時間でそれが身につけられるということも違うと思いますので、どちらかというと、個

人の計画によって時間数も変わってくるのではないか。個別の個人ごとに計画を出してい

ただくことを考えておりますので、今、定性的な御説明しかできませんけれども、全く個

人ごとの計画になるようなことをイメージしております。 

○遠藤座長 鈴木構成員、いかがですか。 

○鈴木構成員 追加で１点確認をしたいのですけれども、（Ｃ）－２のところで、サブス

ペシャリティで、どうしても外科系ですと、手術で拘束される時間が長いので、ほかの内

科系のサブスペシャリティとは要する時間とかも少し変わってくるかと思うのですけれど

も、そういった形で診療科ごとの専門医がサブステの学会とかにヒアリングとかそういっ

たことは、予定はありますでしょうか。 

○遠藤座長 事務局、お願いします。 

○堀岡医師養成等企画調整室長 御指摘を踏まえて、審査組織を議論するときに、どのよ

うな議論の進め方にするのか考えさせていただきます。 

○遠藤座長 よろしいですか。 

○鈴木構成員 はい。 

○遠藤座長 では、こちらが先ほど手を挙げておられたので、こちら側から少し行きたい

と思います。 

 それでは、島田構成員、島崎構成員、片岡構成員の順番でお願いします。 

○島田構成員 どうもありがとうございます。 

 １つは、先ほどから議論になっている審査組織というものをどういう制度設計にするか

というのは、今回、非常に重要な課題だと考えているわけですが、前回の検討会の中で、

最終的には、医療法制の中では都道府県の役割が重要であるということにはなったのです

が、その段階、前回の検討会の構成メンバーの中で、都道府県関連の方が構成員の中で余

り多くなかったように思います。そういう意味で、その点が、きょう御発言のあったよう

な形で、具体的な議論が不十分だったと考えているところでございます。 



18 

 

 まさに、そこを詰めていくのが今回の役割だと思うのですが、先ほどから出ていること

の繰り返しかとは思うのですが、これは都道府県の権限なので、そこに任せるということ

ではなくて、かなり思い切った、本当に機能する制度設計を検討していくことを、ぜひ、

ここではやっていきたいなというのが１点でございます。 

 もう一点は、１つは、医師労働時間短縮計画、これが本当にできていくのかということ

が非常に重要なわけですが、前回からもお話ししているように、これがうまくきちんと医

療機関の中でPDCAサイクルが回って現実化していくのかと。それをどう制度的に保証して

いくのかということが重要になってくると思います。この点は、労働法制の中でも実は制

度化されているわけではございませんので、この点を、今後、どう詰めていくのか。 

 特に、医師のということだけではなくて、労働時間の短縮を当面の医療機関全体の中で

考えていくようなことが必要になってくると思います。それとの関連で、先ほど鈴木構成

員からもございましたが、それが現場になかなか浸透していかないということは、もちろ

ん周知徹底は必要だということになるのでしょうが、実は、この時短計画なりのPDCAサイ

クルを組む中で、どれだけ現場の医師の方々に主体性を持っていただくような仕掛けをつ

くるのかということもかなり検討をする必要があると思っております。 

 追加的な健康確保措置の履行確保の問題についても、まさに、PDCAの中で検討ができる

ような仕掛けをつくるのかということが、今回、要かなと思っております。 

 以上でございます。 

○遠藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、島崎構成員お願いいたします。 

○島崎構成員 まず、遅れてまいり恐縮ですけれども、資料を拝見し、また、今の議論を

聞いておりまして、すごく大変だなという気がします。スケジュール的に見てもそうです

し、内容的に見ても大変だと思います。 

 昨年度末にまとめられた報告書の内容を、言ってみれば、縦のものを横にすればいいと

いう、そういう単純な話ではなさそうな感じがいたします。また、改めていろいろ議論す

べき点があり、なおかつ、私は冒頭出られなかったのですけれども、今年中に検討会でま

とめるということだとすると、相当ハードだなという気がします。 

 もう一つ、国もそうですけれども、私が非常に心配しておりますのは都道府県の体制の

話です。というのは、まず、この資料３の５ページにありますように、実施体制のところ

で都道府県の役割がいろいろ出てくるわけです。もちろん、先ほど家保構成員がおっしゃ

ったように、これは必ずしも県ではなくてもよいのかといった、個々の話はともかくとし

まして、相当都道府県がコミットしなければいけないことは間違いがないわけです。 

 それに加えて、働き方改革のインパクトはまた別にありまして、言うまでもなく、医師

の偏在是正や地域医療構想という、つまり、医療資源の再配置や再編をやっていかなけれ

ばいけないわけです。今回の検討会は、そのこと自体が対象となっていないのは、もちろ

ん重々承知しておりますけれども、2024年にいきなりというわけにはいかないわけですか
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ら、それに向けて着々と進めなければいけないわけです。 

 ところが、今の都道府県の医療政策の担当部局の人材の状況はどうなっているかといい

ますと、私は47都道府県の調査をしたわけではありませんが、私どもが承知している限り

は、各都道府県とも、定員削減がかかっている中で、むしろ、都道府県の中で医療政策部

局は定員削減の対象にならないのがまだましといった状態、はっきり言えば、増えておら

ずにどうにか現状維持というのが精一杯の都道府県が結構あるのではないかと思います。 

 そうした中で、こういうふうな業務の負荷がかかっていく。なおかつ、今回、この検討

会の検討テーマとは直接ではないけれども、さっき申し上げた医師の偏在是正とか地域医

療構想をさらに進めていくということに、果たして、都道府県はついてこられるのだろう

かという危惧を強く持っております。 

 事務局に聞くよりも、家保構成員がおられるのでお伺いしたいのですけれども、知事会

なりとして、そのへんをどういうふうにお考えになっているのかちょっとお聞かせをいた

だきたいと思います。 

○遠藤座長 では家保構成員、何かコメントがあればお願いします。 

○家保構成員 知事会と言われましても、一副部長ですので。 

 ただ、都道府県としては、医療は非常に重要な項目だと認識しております。特に、医療

政策、地域医療構想などを進めることは、社会保障制度が継続するためには、ぜひとも強

力に取り組まないといけないテーマだとは思っております。 

 ただ、先ほどおっしゃられたように、定員の問題とか、それから、それに従事する専門

スタッフ、公衆衛生医師の確保も難しい現状もございますので、十分なことができている

かどうかというのは、正直、自信がございません。ただ、きちんと取り組んでいかないと

いけない部分ですので、その点については、国にもいろいろな面で支援をお願いしないと

いけないというふうには思っております。 

○遠藤座長 では、島崎構成員どうぞ。 

○島崎構成員 御答弁としてはそのとおりだと思うのですが、これまでとはフェーズが全

然違う。地域医療構想という枠組みをつくった時点でも、多少フェーズが違っているかも

しれませんが、医師の働き方改革のインパクトは非常に大きいわけです。なぜかというと、

長時間労働で受けとめてきたものが受けとめられなくなるからです。もし、上限規制を超

えた労働を放置していれば、それは刑事罰まで問われるわけです。ということになると、

今まで、日本の医療は、さまざまな医療ニーズを長時間労働で受けとめていた部分が、言

ってみれば市中に投げ出されるわけです。それを患者サイドで全部受けとめるか。つまり、

今までとは全然違う体制だから患者側が一定程度我慢しろと言えるかというと、そこは難

しい。では、医師をふやすか。しかし、それについてはいろいろ議論があった末に、そう

いう選択はしないということになったわけで、そういう話になれば、医療資源を再配置す

るよりしようがないという話になりますよね。つまり、これまでとは医療政策のフェーズ

が全く違うことになる。 
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 だから、本来、今回の検討会のテーマの業務にしても、どのくらい業務量がふえて、私

はだから全てその業務量に見合った増員を組めということを申し上げるわけではありませ

んけれども、どのぐらいの業務量になるかどうかということについては、構成員に申し上

げるのは失礼かとは思いますけれども、都道府県としてきちんと受けとめないと、いくら

制度をつくったとしても機能しないということになることを強く危惧をしています。この

へんでやめておきます。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 それでは、先ほどお手をお挙げの片岡構成員お願いいたします。 

○片岡構成員 ありがとうございます。 

 さまざまな構成員がもう既に指摘されていることなので、資料３の５ページですけれど

も、私も、（Ｃ）－２の医療機関の義務履行に関して、履行確保を行うのは都道府県とし

ていれば、それが都道府県の役割として、実際可能かどうかということが少し気になりま

した。 

 それから、（Ｃ）－２対象の個別審査をどこが行うかというところは大きい論点という

ことで認識しましたけれども、先ほど鈴木構成員もおっしゃいましたけれども、専門性が

かなり高い領域の内容になると思いますので、まずは、専門機構との関係性をどう持つの

かどうか。あるいは、各学会、大学などの医育機関がどのように対応をしていくかという

あたりもかなり考えていく必要があるのではないかと思いました。 

 それから、個別審査に関して言えば、審査するだけではなくて、フォローアップ、評価

にも関わっていただいたほうがいいのではないかと思います。例えば、実際にその計画と

実態が合っていないとか、そういったことも起こり得ると思いますし、それから、研修医

あるいは専攻医は立場が弱い存在だと思うので、それで、実際に看板に書いてあるのと違

って、非常に長時間労働であるとか、あるいは、そういったようなときにきちんと申し入

れできる、その上で評価してもらうことができる、そういった仕組みは必要なのではない

かなと思いました。 

 以上です。 

○遠藤座長 どうもありがとうございました。 

 お待たせいたしました。先ほど、森本構成員が手を挙げておられましたね。森本構成員、

それから、馬場構成員の順番でお願いします。 

○森本構成員 短時間でと思います。 

 評価機能に関して、先ほどから、どこに設置すべきなのかという議論があります。しか

し、評価機能が評価すべき内容をもう少し先行して詰めないと、評価機能が担うべき、そ

の作業の量や質的な問題が見えてこないため、どこに設置をしていいのか、どういう形で

設置をしていいのかという議論が進まないのではないかと思います。そのため、そちらの

ほうを先行して議論してはどうでしょうか。当然のことながら、詳細までというわけには

いかないとは思います。 
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 それともう一点、各医療機関においても、労働時間短縮の取組を進めていると思うので、

その目安となるようなモデルケースのようなものをどこかで実施をしていただいて、その

取組などもこの検討会の中で紹介、あるいは、参考にさせていただきながら議論を進めて

いくことも検討していただければと思います。 

 以上です。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 それでは、事務局のコメントは要らないですね。 

 そういう要望があるということで、地域医療構想はよく出てきますけれども、こっちの

ほうは何も出てきてないということですね。 

○森本構成員 はい。 

○遠藤座長 それでは、馬場構成員どうぞ。 

○馬場構成員 ありがとうございます。 

 前回の検討会では、勤務医の健康確保と地域医療の確保という本当にバランスのよいと

りまとめができたのではないかなと思っていますけれども、私、今、その結果を、全国に

講演して回っているのですけれども、よく出る意見が、そんなのできないよという意見が

非常に多いと。だから、きちんと話をして、事情を聞いて、そして、こうしたらできます

よという話をすれば、みんなわかってくださるのですね。だけど、それを日本全国で誰が

するのかということになってくると、評価機能の部分も大きな役割を本来持っておかない

といけないと思うのですね。評価するだけなしに、きっちりこうしたらいいよということ

まで言えるということ。それができないと、字面だけというか、表面上きちんと達成でき

ているということだけであれば、それこそ、例えば大学病院初め特定の医療機関が頭数を

ふやすということだけで対処しようということをしたら、地域のほかの病院には医者がい

なくなるわけですから、そこには混乱が起きると。 

 そういった役割は、医療勤務環境改善支援センターの役割でもあるのだと思うのですけ

れども、そもそも、この医療勤務環境改善支援センターは、医師の働き方改革を主業務と

してつくられた組織ではなく、実質的には、ナースを初めとして普通の多くの医師以外の

人たちの働き方が中心であって、医師はどちらかというとおまけという感じで当初つくら

れていったという印象があります。直のところも委託のところもありますけれども、本当

に医師の働き方に関する業務ができるのかどうかということを一回、きちんと見直す必要

はあると思いますし、そもそもそういう医療の現場もわかっている、そして、労働法制も

わかっているという人材をきちんと養成していくことも大事なのではないかなと思ってい

ます。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 それでは、今村構成員、城守構成員の順番でお願いします。 

○今村構成員 済みません、私が何回も申し上げて、恐縮です。 

 今、馬場先生がおっしゃった勤務環境改善支援センターについては、私も当初から関わ
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りを持っていたので、一言追加をさせていただきたいと思います。これはなかなか機能し

ていないし、どういう医療機関の職種の人に対して対応されていたかというのは、まさし

く、今、馬場構成員がおっしゃったように、看護師に対する取組を行っておられるところ

が多く、医師に対してはなかなかそれが進んでなかったというのは事実です。しかし、設

立されたとき、当時、厚生労働省は本当に看護師の勤務環境を、省を挙げて、局長が集ま

られて省内に会議までつくって取り組まれていたときに、病院団体と医師会で、決して看

護師だけを対象にするのではなく、看護師も大事だが、医師の働き方が非常に重要である

から、そういったものをしっかりと支援していくべきだということを申し上げています。

それだけでできたわけではないとは思いますが、法改正までしてできたから、そもそもの

発端で言えば、医師も対象になっています。それを機能させることが大事だと思っていま

す。 

 そのことを踏まえた上で、先ほどから幾つか出て、戻って恐縮ですが、資料３の７ペー

ジの７番で、時短計画の内容について評価をすると。つまり、森本構成員が先ほどおっし

ゃったような、何を評価するのかというのは、病院がつくっている時短計画がきちんと適

切に行われているかどうかを評価するということだと思います。 

 （Ｂ）水準しかこれはついてないというのは、私もこれを見た瞬間に、（Ｃ）水準は何

もしないのかなという気持ちもあったので、これは村上構成員がおっしゃったように、何

らかの評価はあっていいと思います。そこで考えなければいけないのは、（Ｂ）水準は2036

年までは続くが、確実に全て（Ｂ）水準はなくなり、960時間以内におさまるということな

ので、確実にこれを実行しなければいけません。そのため、評価が非常に重要になってく

ると思います。 

 その際に、事務局にもう一度確認ですが、これは、最初に（Ｂ）水準を都道府県が指定

するときだけではなくて、（Ｂ）水準がその医療機関がなくなるまでずっと毎年続くとい

う作業だという理解でよろしいのでしょうか。 

○遠藤座長 では、事務局お願いします。 

○渡邊医療経営支援課長補佐 ありがとうございます。 

 資料３の最後のページが、今、今村構成員から御提起をいただいた（Ｂ）水準が終わる

ことに向けたプロセスということであります。この間、（Ｂ）水準の適用をなくするよう

に、実際に（Ｂ）水準適用になっている医療機関の実態が、労働時間という意味では下が

っていかなければいけないのですけれども、そのために、現場ではその計画をつくって、

それを評価するということでありますので、最初だけではなくて、ずっとローリングして

いくというか、島田構成員からもあった、PDCAの一つの促しをしていくというようなこと

になります。 

 ただ、それが毎年毎年かというのは、ちょっと御議論があろうかと思いまして。 

○今村構成員 ありがとうございます。 

 今のお話しにあるとおり、総量の話を確認したかった。これをやる期間の総量がどの程
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度になるかということは結構大きな問題だと思っています。これを毎年やることになると、

評価するところに相当大変な作業が毎年毎年かかることになります。これは2024年から

2036年までだと12年間あるわけですから例えば３年に１回ずつ評価をしていくというよう

な、そういう感覚であれば、その期間も、先ほど、県がやるのか、そうでないのかという

話もありましたが、そういう問題につながってくるかなと思っているので、伺いました。

今、ここで、何年に１回とか毎年かというのはお返事できないのはそのとおりだと思いま

すが、そこもきちんと御検討をいただければと思います。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 では、城守構成員どうぞ。 

○城守構成員 ありがとうございます。 

 いろいろな御意見はそのとおりだと思うのですが、基本的に、この計画がスムーズに最

初進み出すというところにおいて、ポイントの１つは、各医療機関がその勤務実態を把握

した上での時短計画をしっかりとつくれるのかということだ。それに関しては、先ほど森

本構成員がおっしゃったように、何らかの指標というものを国が早く出していただく必要

がありますので、これはお願いしたいと思います。 

 もう一つ、先ほどから出ています勤改センターです。この機能が極めて重要になってく

るであろうという中において、今、今村構成員からお話が出ましたように、設立の実態が

異なる中において、実際、これから勤改センターに求められる機能を、それぞれの勤改セ

ンターが果たせるのかという、その実態の把握を早急にされるべきだろうと思います。医

療機関の実態把握という言葉はよく出ますけれども、勤改センターの実態把握によって勤

改センターを機能強化するのか、それとも、勤改センターのあり方そのものを見直してい

くのかという議論につながっていくと思いますので、その実態把握をされるべきだと思い

ますが、この点はいかがでしょうか。 

○遠藤座長 では、事務局お願いします。 

○渡邊医療経営支援課長補佐 勤改センターの業務の体制とか実施の状況、こういう支援

をしているとか、あるいは、対象がどのぐらいだとか、そういったようなことについては、

厚労省のほうで都道府県から集約をしておりますので、昨年度のものをどのぐらいのタイ

ミングで出せるかというのはあるのですが、早急に整理をいたしたいと思います。 

○堀岡医師養成等企画調整室長 もう少し追加をさせていただきますと、勤務環境改善支

援センターの能力について御指摘をいただいておりますけれども、例えば、今年は、先日

出した宿日直とか自己研さんの通知の内容などについて、基準局と勤務環境改善支援セン

ターが主体的に各地で説明会をしたり、また、各医療機関に対する労務管理の調査をした

りというようなことを我々も企画しておりますので、人員上できるのかどうかということ

もありますが、我々としても、機能強化をそのような形でも図っていっているつもりでご

ざいますので、今後、実効性のあるようなものによりしていきたいと思っております。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 
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 どうぞ。 

○城守構成員 今お答えいただいたとおり、本当にここが機能しないと、この計画はスタ

ートからつまずくということは見えていますので、ここは現実に即した形の政策が打てる

ように、その把握に努めていただいて、それぞれの県によって事情が違うと思いますので、

それに対応した方策をとっていただければと思います。よろしくお願いしたいと思います。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 山本構成員、お願いいたします。 

○山本構成員 先ほど、森構成員あるいは鈴木構成員から、大学病院の取組についてお話

がございましたけれども、正直申し上げて、この働き方改革を進める上で一番しんどいの

は大学病院でございまして、先ほど来、御指摘ある地域医療への影響なども非常に大きな

ものが出てくることが予想されまして。まず、中でどういうふうに効率を上げていくかと

いう問題が非常に重要でありまして。もちろん、タスク・シフティングのための特定行為

研修修了看護師を養成するという点につきましては、これは大学病院が率先してやろうと

いうことで、全国医学部長病院長会議あるいは国立大学病院長会議で、結構腰の重い、遅

い大学病院などを後ろからつんつんつっつきながら、とにかく５年後の１万人というこの

途方もない計画に向けて、少しでもキャッチアップできるように進めているところではご

ざいます。 

 ただ一方で、先ほど、鈴木構成員からもちょっと話があったように、中の意識がどうか

というと、どうも他人事みたいな感じで、実際、特定行為研修修了看護師を配置したとし

ても、そんなに大幅に、特に外科系の勤務時間が改善されるわけではないと。改善されな

いと何が起こるかというと、研究とか教育という、また、もう２つ重要なタスク、これは

前の検討会でも私は申し上げておりますが、診療以外の部分に大きな影響が出てくること

は間違いありません。 

 もう一つ必要なのは、我々自身、大学の中にいる医師それぞれ、あるいは、各診療科あ

るいは医局単位で、まず頭の体操をしっかりやっていくべきではないか。森構成員がおら

れるところでちょっと恐縮ですが、それぞれ慣習的なところもかなりあると思いますので、

ここをこの世の中の流れに合わせてどういうふうに変えていくかという、この１年ぐらい

をかけて頭の体操を我々の中でしっかりやっていかなければいけないと思います。これは、

先ほどあったように、医師が主体的にこの改革に取り組んでいくことと直結するかと思い

ます。我々、病院長会議としても、今、いろいろな病院長に訴えているところではありま

すが、ぜひ、このへんは厚労省も一緒になったり、文科省も含めて、大学病院の中からも

いろいろなことを変えなければいけないのだよねという機運を盛り上げていきたいと思い

ますので、これは、ぜひ、御強力をよろしくお願い申し上げます。 

 以上です。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 
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 では、森構成員、それから、水島構成員の順番でお願いします。 

○森構成員 山本先生、本当にありがとうございます。大変的確と言ったら大変失礼です

けれども、御意見をいただきました。 

 その一方で、私どもが危惧していることの１つは、日本の臨床の論文が非常に少なくな

っているという現状がありまして、この働き方改革によって勤務時間は少しよくなるかも

しれないけれども、そういう世界に向けた情報発信みたいなのがますます低くなっていく

のではないかというのをすごく心配しています。そういうのも含めて、大学人当事者が自

分たちの実際の問題ですので、それは向き合わないといけないというところはありますけ

れども、その一方で、先ほどちょっと質問をさせていただいたように、具体的にどこをど

ういうふうにしたらいいかというのをきゅうきゅうに詰めていっても、なかなか千八百何

十時間までおさまらないという現実があって、非常に苦戦しているところですので、その

へんも厚労省の先生方と一緒にぜひ知恵を出し合えればなと思っております。 

 どうもありがとうございました。 

○遠藤座長 どうもありがとうございます。 

 どうもお待たせしました。水島構成員どうぞ。 

○水島構成員 ありがとうございます。 

 私が申し上げるまでもないことですし、検討会では十分に共有されていると認識してい

ますが、今回の改革は、（Ａ）水準の適用をできるだけ目指すことにあります。しかしな

がら、検討会の外では、（Ａ）水準の適用を目指すというところではなく、いかにきちん

と評価を受けて、特定を受けて、（Ｂ）、（Ｃ）－１、（Ｃ）－２をクリアできるかが注

目されてしまうのではないかを危惧します。時間数も、あくまで上限であって、上限いっ

ぱい働かせることができるということではないという認識を、深めることが必要と思いま

す。 

 もちろん、この検討会ではこの仕組みが機能するように、評価であったり特定のあり方

を議論することが大事ですけれども、それとあわせまして、今年度から予定されている労

務管理の適正化や時短計画をどのようにうまく進めるかについても、厚生労働省、医師会

の皆様、そして、各医師の意識改革も並行して進めていく必要があると強く感じました。 

 コメントです。以上です。 

○遠藤座長 どうもありがとうございます。 

 山本構成員、どうぞ。 

○山本構成員 ありがとうございます。 

 先ほど島崎構成員がお話しになった地域医療構想の件ですね。これは前の検討会でも、

医療機関の集約化あるいは機能分化が必須であるということを申し上げておりましたし、

厚労省もそこは認識されて、三位一体の改革とかという旗を一瞬挙げたり、引っ込めたり

されておりますけれども、やはりここは本当に重要なところで。 

○堀岡医師養成等企画調整室長 引っ込めてないです。 
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○山本構成員 引っ込めてないですか。 

 三位一体かどうかは別として、そこもきっちり並行して進んでいないと、各医療機関の

取組なり、タスク・シフティングなりをやっていても、これは限界がありますので、そこ

とのリンクはどういう形で図られるのか。地域医療構想の集約化、その他がちゃんとこう

いうふうに進んでいるから、横目で見ながらこっちも進めるという、そこの機能はどうい

うふうに図られていくのかなというのがよく見えない。そっちはそっちで勝手にやるから

ということでいいのかどうか、そのへんは厚労省はどういうふうにお考えなのか伺いたい

と思います。 

○遠藤座長 私も聞きたいですね。三位一体改革と相互依存していますので、そこはどう

いうふうにして対応しているのかということですね。 

○佐々木医事課長 医事課長でございます。 

 今の御質問は、この前身の検討会でも議論になったのは御指摘どおりでございまして。

今、地域医療構想、医師偏在対策、そして、この働き方改革ということで進んでいるわけ

でございますが、当然、全てリンクしていると理解しているところでございます。各々の

分野ごとに検討を進めておりますけれども、例えば、さまざまな分野での議論の状況を必

要に応じ、この検討の場でも御紹介するということはあると思いますが、ここの検討会と

しましては、まずは、この働き方の部分につきましての細部を詰めていただくということ

をしていただきながら、当然、今、御指摘の関係するところの議論も鋭意進めてまいりた

いと思いますし、適宜、御質問に対しては事務局でお答えしながら進めていただきたいと

思っているところでございます。 

○遠藤座長 山本構成員、よろしいですか。 

○山本構成員 はい。 

○遠藤座長 それでは、きょうは第１回ということでありますけれども、大変厳しい御意

見も多々ありました。多様な御意見が出ましたので、次回以降は、恐らくはこの内容ごと

に、各論点ごとの議論という形になっていくと思いますけれども、本日の御意見等を踏ま

えた形で進めさせていただきたいと思います。 

 事務局は必要な資料等をよろしくお願いいたします。 

 それでは、議題２に移りたいと思います。「医師の勤務実態の把握について」でござい

ます。事務局から資料が出ておりますので、説明をお願いします。 

○松浦医事課長補佐 事務局でございます。資料４－１、４－２について御説明させてい

ただければと思います。 

 ４－１でございますが、医師の働き方の実態調査でございます。平成28年に井元先生が

研究代表者になっていただいて、「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」、

いわゆる10万人調査を行っていただいたところではございますが、これと同程度の勤務実

態調査を現在検討してございます。 

 研究班のメンバーは、２．で、小池先生に研究代表者になっていただいておりますが、



27 

 

この中の分担研究者は、順天堂大学の谷川先生にこの調査研究をしていただくと、そのよ

うな予定になってございます。 

 調査期間については、９月２日～８日の祝日等が入らない、この１週間にさせていただ

く予定になっております。 

 調査対象については、４．にございますとおり、前回との比較で一覧表をつくらせてい

ただいておりますが、前回は、配布対象病院2,331病院で、全体で３分の１程度の施設に調

査票をお配りして、その調査票をお配りした施設に対して、全てに医師票を配布するとい

うような形で調査をさせていただいておりますが、今回については、配布対象病院を広げ

て8,000病院に施設票については配布し、そのうちの３割程度の医療機関について医師票を

配布するというような予定になっております。 

 それに加えて、老健施設とか介護療養型医療施設等、前回は配布しておりませんが、医

師が勤務しておられる施設については、今回は配布をする予定になっております。 

 加えて、回答率を上げるために、今回は、平成30年度から三師調査・医師届出票にメー

ルアドレスを記載いただいて、厚生労働省から周知等をさせていただく場合については同

意をいただいている方については、メールアドレスを使わせていただくことができること

になっておりますので、メールアドレスを記載いただいた方のうち、病院で勤務する方等

について、厚生労働省の研究費でこういう調査をやっているというような案内をお送りす

ると。これは施設票が医療機関に配布されても、先生方まで届かないことがままあったと

お聞きしていますので、いろいろな方法を使って回答率を上げるという取組をしていきた

いと思っております。 

 続いて、４－２でございます。こちらは、研究班で検討いただいている調査票になりま

す。 

 まず、医師票でございます。冒頭から、御本人の情報を御記載いただいて、主たる診療

科や専門資格についてもお答えいただくことになっております。 

 ２ページ目については、いわゆる緊急的な取組として行っていただきたいような内容に

ついて、実際、どれぐらいなされているかということもお聞きしております。 

 めくっていただいて、３ページ目、４ページ目、こちらは出産・育児等で離職された方

等がおられるかと思いますので、そのあたりの状況についてお聞きしています。 

 おめくりいただいて、こちらが一番メインの調査になるかと思いますが、９月２日～８

日の１週間の労働時間について御記載いただくような調査になっておりまして、５ページ

から、用語の定義等を記載いただいております。 

 めくっていただいた７ページ目からがこの調査票になっておりまして、最初に、記載例

を書かせていただいておりますが、主たる勤務先と主たる勤務先以外での勤務について、

診療業務、診療業務外で、そのうち指示がある・なし、宿日直があればその時間、当直・

オンコールがあればその期間を矢印で記載いただくというようになっておりまして、これ

を30分ごとの調査票が１週間つけていただく、かなり大変な調査だとは思いますけれども、
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ぜひお願いしたいと、そのような調査になっております。 

 続いて、11ページ目以降は施設票となっております。こちらは前回の調査と大きく変わ

らない調査になっておりますが、問１から、施設の情報を聞いています。 

 おめくりいただいて、例えば、医師確保の定着に関してどのような取組をしているかと

か、有休取得の状況とか、あるいは、14ページ目は36協定を締結しているか、そのあたり

の状況等についてお聞きしています。 

 問13については、医師の労働時間の把握方法をどのような形で把握しているのか。そし

て、最後は、医師と同じ項目でございますけれども、緊急的な取組は病院としてどれくら

いやっているのかと、そのあたりをお聞きしている調査票。これを研究班のほうで御検討

をいただいているものでございます。 

 事務局からの説明は以上です。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 ただいま説明がありました調査法方法と調査票の内容につきまして、御意見・御質問等

があれば承りたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 今村構成員、どうぞ。 

○今村構成員 この調査はすごく重要な調査だと思います。できるだけ多くの先生にこれ

をお答えしていただくことがとても大事だと思っていて、中身を見ると、先生方にとって

は負担の多い調査票になっていると思いますが、働き方を細かく調べるためには、どうし

てもこのぐらいの内容が必要なのだろうということはよく理解できます。 

 その際に、できるだけ多くの先生に書いていただくのは、先ほど鈴木構成員からもお話

がありましたように、現場の先生方が今どういう議論がされていて、一体これが何のため

に、自分たちにどう影響してくるのかということがしっかりとメッセージとして伝わらな

いと、そういう日常の仕事の忙しい中で、これを書こうという気持ちにはなかなかなって

いただけないのではないかと。したがって、何のためにこの調査をやる、そのことが先生

方にとって将来どういうふうになっていくのだということをメッセージとしてしっかりわ

かるように、前文というか、何か文書を一緒につけていただくことが大事かなと思ってい

ます。 

 あわせて、きょうは大学病院の先生もいらっしゃっていますし、病院団体の先生もいら

っしゃいますし、我々、医師会もそうですけれども、そのことを会員の先生の病院や医療

機関が理解していただいて、そこに勤務している先生に、大事なことだからこれを書いて

ねという働きかけをしてもらうというプロセスが大事かなと思っていますので、ぜひとも

お願いしたいと思います。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 ほかに何かございますか。 

 村上構成員、どうぞ。 

○村上構成員 ２点ございます。この調査の重要性は今村構成員と同意見でございます。 
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 その上で、１点目は、医師調査票の問３、問４、問５などで、育児のための離職経験の

有無や、どのような取組があれば勤務を継続できたか等を聞いている項目があります。働

き方改革の中では、女性医師の働きやすい環境を整備しなくてはならないということを言

っていると思いますし、そのこと自体は大事だと思いますが、設問はこの内容でよいので

しょうか。別途切り離して、内容を充実させてもよいのではないかと思うテーマではない

かと考えております。選択肢などを見ましても、女性のドクターに聞かなければわかりま

せんけれども、回答の選択肢はこれだけで十分なのかという気もしております。つまり、

ほかの医師が早く帰る環境であれば、自分たちも一緒に帰れるけれども、そのような環境

になってない風習や文化により長時間労働となり、そのために離職をせざるを得なかった

という声も一部では伺っておりますので、そのような声を汲み取るためには、回答欄につ

いても、自由記入欄の充実など、工夫をしてよいのではないでしょうか。仕事と育児の両

立に関してこの調査で伺うのであれば、回答欄の工夫が必要であると思いました。 

 ２点目は、施設調査票では、労働時間の管理方法について問う設問も入れていただいて

おりますが、医師の調査票においても、労働時間をどのように管理されているのか、時間

外労働を申請できているか、残業手当が支払われているのかなどについても聞いてはどう

かと思いますので、御検討をいただければと思います。 

 以上です。 

○遠藤座長 どうもありがとうございます。 

 鈴木構成員、どうぞ。 

○鈴木構成員 ありがとうございます。 

 まず、このようなすごく重要な調査になると思いますので、私も大変結果を楽しみにと

いうところで、今思っております。 

 今の村上構成員の発言に少し重なるところですけれども、今回、離職ということで、出

産とか育児という切り口ですけれども、介護とか、あとは、今回、医師の働き方改革とい

うところですので、いかなる理由であっても、離職してしまった人の背景などもちょっと

気になるところかなと思ったのですけれども、作業量とかも含めて現実的なところでどこ

までできるのかなと、今思いながら拝聴しておりました。そのあたりは、今回に関しては

ここでフォーカスを絞るということなのでしょうか。 

○山本構成員 関連して、私もお願いします。 

○遠藤座長 では、関連で、山本構成員どうぞ。 

○山本構成員 私も、何が一番大事な調査項目なのかというところがちょっとぼけている

かなと。今回、後ろの勤務の時間のところを細かく聞くところに主眼があるのだとすれば、

前のほうに離職云々とついてしまっていると、もう自分と関係ないかなという印象を受け

てしまうかなという気もします。 

 離職を聞くのであれば、今、鈴木構成員が言ったように、パワハラだったり、燃え尽き

てしまったりとか、いろいろな要因が多分あると思うので、そのへんを育児云々だけでは
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なくて、深掘りする。どのぐらい心が折れてしまっている医者がいるのかみたいなところ

に深掘りするというやり方があるのかなと思いました。 

 以上です。 

○遠藤座長 ありがとうございます。 

 それでは、ただいまのお二人の御意見をお聞きして、事務局として、何かコメントはご

ざいますか。 

○松浦医事課長補佐 ありがとうございます。 

 御指摘のとおり、介護やその他の理由等を研究班はかなり御検討されたとはお聞きして

いますが、全体の総量の関係でこの量になっているとお聞きしていますが、きょういただ

いた御意見については、研究班の先生方にもお伝えしていきたいと思っております。 

 ありがとうございます。 

○遠藤座長 よろしくお願いします。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 森本構成員、お願いします。 

○森本構成員 ありがとうございます。 

 今、議論があった点ですが、もし、こういう形で聞くとすれば、前の６問ぐらいまでを

後段に持っていくことにより、労働時間に関する設問が強調して見えるのではないかと思

いますので、設問順についても検討もいただければと思います。 

○遠藤座長 山本構成員も同じような御発言が出ておりますので、その構成も工夫をして

いただければと思います。 

 ほかに何かございますか。 

 よろしゅうございますか。 

 ありがとうございます。 

 それでは、ただいま幾つか御意見が出ましたので、研究班における調査においては、御

意見を踏まえながら実施するようによろしくお願いいたします。 

 それでは、以上、用意いたしました議題は全て終了いたしました。 

 それでは、次回の日程について、事務局から何かありますか。 

○佐々木医事課長 ありがとうございました。 

 次回の検討会の日程は、事務局で調整の上、改めて、御連絡をさせていただきます。 

○遠藤座長 では、よろしくお願いします。 

 それでは、本日の会議、若干時間を残しておりますけれども、このへんで終了したいと

思います。 

 どうも、長時間ありがとうございました。 

 


